
衆議院議員総選挙に向けた対応について 

 

１．対応方針 
 

・次期衆議院議員総選挙の各政党の選挙公約に指定都市市長会の主張が的確に反

映されるよう、要請を行います。 

・次期衆議院議員任期の４年間に特に達成を求める内容に重点化し、項目を絞っ

た要請内容とします。 
 

 

２．選挙公約に対する指定都市市長会要請の項目案 
 

【最重点項目】 

 ・新型コロナウイルス感染症対策のあり方の見直し 
 ・多様な大都市制度の早期実現 
 

【重点項目】 

  ・子ども・子育て支援の充実 
  ・自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 
  ・脱炭素社会の実現 
  ・臨時財政対策債の廃止 
 

 

３．令和３年 衆議院議員総選挙に向けた要請スケジュール 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ＜参考＞直近の国政選挙における各政党の選挙公約に対する指定都市市長会要請 

     ・令和元年７月 21 日 第 25 回参議院議員通常選挙 
      要請先：自由民主党（４月 24 日、会長市（横浜市）） 
          公明党・国民民主党・立憲民主党（事務渡し） 
     ・平成 29 年 10 月 22 日 第 48 回衆議院議員総選挙 
      要請先：自由民主党（９月 27 日、副会長市（新潟市）） 
          公明党・民進党（事務渡し） 

日程 
報道されている 

国政の動き（最短） 
指定都市市長会の動き 

７月中  選挙公約に対する指定都市市

長会要請 要請文確定 

８月上旬～  各政党への要請活動 
（要請文確定後直ちに活動） 

９月～ 
１０月頃 総選挙投開票  

資料５ 


